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お わ り に
　本稿の第一の課題であった返還前沖縄の教育委員会制度について，中央教育委員会
と区教育委員会における財政上の権限を探った。中央教育委員会には，文教局長の提
出する教育予算の承認や琉球政府の補助金の適正配分があった。また，行政主席の作
成した予算について，減額する場合には，行政主席からの諮問を受けることになって
いた。市町村の行政区と同一区域に独立した教育区が設けられ，その区教育委員会に
は，教育区の資金使途を決定し，その支払いを承認することや教育区の予算編成の権
限もあった。
　このことは，教育税制度の創設も含めて，返還前沖縄の教育委員会制度が独立した
財政システムを備えることにつながっていた。
　第二の課題であった返還前沖縄において，三権分立とは異なる性格の教育行財政制
度について，中央教育委員会の委員が間接選挙によって選ばれていた点を上げた。琉
球政府の行政主席のコントロールが及ばない第四の政治部門が形成されることは，四
権分立の状態に置かれることになるため，米国民政府は是が非でも民立法教育四法の
成立を拒否したかった。しかし，返還前沖縄の世論も高まり，教育四法の民立法化を
承認せざるを得なかった。
　このように，中央教育委員会の委員選出をめぐる問題は，住民の参加による民衆統
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指定討論 2：教育税と四権分立の研究
制（レイマンコントロール）の課題を浮き彫りにしたといえる。
　教育四法案が，米国民政府の意向に合わなかったために，行政主席が拒否権を行使
して廃案になったが，行政主席の政治的介入からいかに返還前沖縄の教育の自主性を
確立するかということは，沖縄住民の課題でもあった。それは，民立法化の動きと
なって現れたのである。
　池田 SGI名誉会長は，教育の自主性を確保するために，立法，司法，行政の三権
に教育を加えた『四権分立』について述べている。それは，教育が時の「政治権力に
よって左右されることのない，確固たる自立性を持つべきである」26として，「これま
での立法，司法，行政の三権に教育を加え，四権分立を提唱」27している。
　返還前の沖縄の教育事情から，選挙による住民参加と区教育委員会の予算編成にお
ける公聴会での住民参加が，教育の自主性を確保する重要な要素であるということが
分かる。
　そして，中央教育委員会の公選制（間接選挙）の存在は，立法，司法，行政の三権
分立から教育権を独立させた四権分立の状態であったことを証明しており，これまで
の教育行政制度史における歴史的意義は大きい。今後の研究課題にしたい。
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